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１ 策定の趣旨
（教育課題への新たな対応）
岐阜県では、平成８年度以降、各種委員会、協議会等における議論や提言を踏まえ、「21
世紀をたくましく生き抜く人材の育成」を目指した教育改革を推進してきました。そうした
中、平成13年７月には、岐阜県の目指す教育の全体像を明らかにするため、「岐阜県におけ
る教育改革の行動指針」を策定し、行動指針の改革プログラムに沿って、教育施策を展開し
てきました。
しかし、策定以来７年余りが経過した今日、少子化に伴う子どもの数の減少や、地域にお
ける人間関係の希薄化、情報化の進展に伴う有害情報の氾濫など、社会状況や教育を取り巻
く環境が大きく変化しています。こうした中で、子どもたちの学力や体力の向上、規範意識
や社会性の涵養、いじめ問題や不登校児童生徒への対応、家庭・地域の教育力の向上をはじ
め、新たな課題となっている特別支援教育の充実や、情報モラルの向上、外国人児童生徒の
教育の充実など、さまざまな教育課題に的確に対応する新たな取組が求められています。

（教育改革の推進）
このような状況のもとで、国においては、平成18年12月に、制定から約60年を経て教育基

本法が改正され、新しい時代の教育の基本理念が示されるとともに、同法第17条第２項にお
いて、地方公共団体は教育の振興のための施策に関する基本計画を定めるよう努めるべきこ
とが規定されました。そして、平成19年６月には、学校教育法をはじめとする、いわゆる教
育関連三法が改正され、同年３月には、幼稚園並びに小・中学校の新しい学習指導要領が告
示されるなど、教育基本法等の改正を踏まえた教育制度の改正が順次進められるとともに、
平成20年７月には、国の教育振興基本計画が策定されました。本県としても、こうした教育
改革の動きを踏まえ、新しい時代にふさわしい教育を推進していく必要があります。

（新しい教育理念の実現）
以上のような状況を踏まえ、本県では、時代や社会の変化に対応した新しい教育を推進す

るため、本県が目指す教育の理念や方向性を明らかにし、その実現に向けた教育施策を総合
的・計画的に推進するための指針として、「岐阜県教育ビジョン」を策定しました。今後、
このビジョンの着実な推進を通して、新しい教育理念の実現に向けて、学校が本来の役割を
十分に果たしつつ、学校、家庭、地域が連携して、未来の岐阜県を担う子どもたちを県民総
参加ではぐくむ教育を推進していきます。

２ 計画の位置付け
○岐阜県の教育施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、今後10年先を見据えて、岐阜県
の教育が目指す基本的な方向や、今後推進すべき具体的施策を明らかにする計画

○教育基本法第17条に基づいて策定する岐阜県の教育振興基本計画

岐阜県教育ビジョンの策定にあたって第1章
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３ 計画期間
計画期間は、平成21（2009）年度から平成25（2013）年度までの５年間とします。

４ 特徴
○「明日の岐阜県教育を考える県民委員会」をはじめ、スクールミーティングや教育モニタ
ー、教育のつどい、一日子ども教育委員会など、多様な機会を活用し、多くの県民の皆様
方からご意見をいただきながら策定しました。

○いつの時代も変わることなく子どもたちの教育に期待される内容を大切にするとともに、
岐阜県教育の現状に関する総点検を踏まえて、子どもたちのよいところをさらに伸ばし、
弱いところは補強していくという視点に立って策定しました。

○長期構想をはじめとする各分野の行政計画との整合性を図り、知事部局と県教育委員会が
連携・協力し、岐阜県の教育振興基本計画として策定しました。

５ 構成
教育ビジョンでは、第２章で、本県教育の現状と課題を分析し、第３章では、基本理念と
政策の基本方向を明らかにしています。
第４章では、重点目標と主要施策を示し、第３章で示した基本理念を実現していくために、
政策の基本方向に沿って推進すべき教育施策を７つの重点目標のもとに体系化し、それぞれ
の施策について、現状と課題を明らかにした上で、取組の基本方針や今後取り組むべき施策
などを示しています。
また、第４章－４では、今後推進していく教育施策について、その進捗状況をできる限り
客観的に把握するため、施策目標として、計画の最終年度である平成25（2013）年度までの
数値目標を設定し、第５章では、教育ビジョンを着実に推進するための進行管理の方法を示
しています。

【教育基本法第17条】

政府は、教育の振興に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、教育の振興
に関する施策についての基本的な方針及び講ずべき施策その他必要な事項について、基
本的な計画を定め、これを国会に報告するとともに、公表しなければならない。
２　地方公共団体は、前項の計画を参酌し、その地域の実情に応じ、当該地方公共団体に
おける教育の振興のための施策に関する基本的な計画を定めるよう努めなければならな
い。


